予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費
	事業名　カワウ駆除対策事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農政課　水産振興室　水産係　電話番号：058-272-1111（内2893）

　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp  

１　事業費　　    9,639千円（前年度予算額：10,437千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,437
	6,586
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,851

	要求額
	9,639
	5,272
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,367

	決定額
	9,639
	5,272
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,367


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
カワウの食害に対して飛来地での捕獲、ねぐらでの追い払い、コロニーでの個体数調整等の対策を行うことでカワウ生息数の増加を抑え、水産被害の軽減および河川生態系の保全を目的として本事業を実施する。
（２）事業内容

カワウによる食害に対する水産被害の軽減

○補助事業

　　・漁協等が実施するカワウの飛来地捕獲への支援（補助）

　○任意事業
  カワウ被害対策指針の実践

　　・ねぐらでの追い払い
アユへの被害が大きいと思われる、河川中流部のねぐらについて、アユ放流時期に追い払いを行い、捕獲可能なねぐらへの誘導を行う。
　　・コロニーでの個体数調整

産卵期のコロニーでカワウ親鳥の捕獲を行い、個体数調整を図り、その効果について調査する。
・コロニー、ねぐらのカワウ生息羽数調査

全国的なカワウ資源量の把握のため、全国統一のやり方で県内のコロニー・ねぐらに生息するカワウ羽数調査を行う。また、東濃地方での新規コロニー・ねぐらについて調査を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　補助率：1/2以内　岐阜県の水産業総合的な振興に寄与する事業であるため
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	3,155
	漁業協同組合のカワウ捕獲活動への補助

	委託料
	6,025
	カワウ生息羽数調査、指針に基づく捕獲及び追い払い実施等

	旅費
	40
	中部近畿カワウ広域協議会、捕獲作業旅費、調査旅費

	需用費
	215
	調査用消耗品、事務用品、燃料費

	役務費
	80
	郵便、電話料

	備品購入
	124
	フィールドスコープ（望遠鏡）

	合計
	9,639
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）各種計画での位置づけ

・ぎふ農業・農村基本計画においてカワウ被害対策の実施が記されている。
・農林水産省と環境省は平成３５年度までに被害を与えるカワウを半減する目標を平成２６年度に立てている。
（２）国・他県の状況

平成19年度　福島県、山梨県、栃木県でカワウ保護管理指針等の策定

滋賀森林管理署が伊崎国有林の森林管理におけるカワウ対策方針を策定

平成20年度　静岡県カワウ保護管理実施計画書を策定

平成22年度　滋賀県特定鳥獣保護管理計画を策定
平成25年度　群馬県でカワウ適正管理計画（第二種特定鳥獣管理計画・第一期計画）を策定
環境省で特定鳥獣保護管理計画策定のためのガイドライン及び保護管理の手引き（カワウ編）作成
（３）後年度の財政負担

カワウ対策の目標は漁業協同組合が受忍できる程度にカワウの個体数を減少させ、これを維持することである。カワウの根絶そのものは難しく、毎年隣県から移入もあることから、個体数減を維持していくためには経年的な予算措置が必要であると考えられる。
（４）事業主体及びその妥当性
カワウは一日行動範囲が15～25kmあり、市町村を超えて食害をもたらすため、より広域的な対策が求められる。そのため、県が中心となって被害対策を実施する必要がある。
特に、生息数の増加につながるコロニーにおける対策として県が事業主体として実施することが求められている。また、各河川における飛来地対策は関係機関（漁協等）がそれぞれ事業主体として実施すべきであり、県はその取り組みを支援し、被害低減に結び付ける必要がある。

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	カワウ等駆除対策事業

	補助事業者（団体）
	漁業協同組合、漁業協同組合連合会、市町村、NPO法人

	補助事業の概要
	カワウ等の飛来地等において実施する銃器による駆除及び効率的な駆除に資する追い払いへの支援、及び漁協職員の狩猟免許等取得への支援のための補助

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（事業に要する経費の２分の１以内の額）

	補助効果
	駆除費用に係る漁業協同組合の負担を軽減できる。

	終期の設定
	平成２８年度


（事業目標）
	カワウ及びカワアイサの飛来地等において、銃器による駆除を中心にカワウ及びカワアイサの個体数を減少させることで、漁業被害だけでなく、希少魚の保護を含めた河川生態系の保全を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H25年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①県内カワウの夏季生息数
	１，４８７
	１，５００
	１，５００

	②駆除数
	６５４
	４６０
	４００


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	２，５７４千円
	(予算額)

２，６７８千円
	(要求額)

３，１５５千円

	指標①目標
	
	
	１,５００
	１,５００
	１,５００

	指標①実績
	
	
	２，０９２
	１,７０５
	(推計値)

１,５００

	指標①達成率
	％
	％
	-
	(推計値)
-
	(推計値)
１００％

	指標②目標
	
	
	４６０
	４６０
	４００

	指標②実績
	
	
	４６６
	(推計値)

４２６
	(推計値)

400

	指標②達成率
	％
	％
	100.3％
	(推計値)
92.4％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	46１羽のカワウと５羽のカワアイサを捕獲した。これはこの年のカワウ県内駆除総羽数の46.6%にあたる。


（今後の課題）

	カワウは15～25km程の生活圏を持っており、ねぐらや巣がある場所と飛来する場所で漁業協同組合が異なる場所がある。また、銃器が使えない場所では追い払いを行うことになるが、その結果、他漁業協同組合の河川に移動することになる等、漁業協同組合間に不公平感が存在する。




（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	平成２５年度のカワウによる県下河川での捕食額は放流費ベースで76,314千円と見積もられ、駆除作業は必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

	（評価）
○
	カワウ１羽は5-9月のアユのシーズン中に14.2kgのアユを捕食すると考えられる。平成２６年度分の駆除数460羽では6,532kgになり、この重量はアユの放流費用に直すと20,623千円分と計算される。この分の食害が免れたことになり、本補助事業は費用対効果に優れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
△
	駆除作業について、隣接する漁業協同組合間で連絡を取り合うことによって、駆除効率が上昇する可能性がある。


（事業の見直し検討）

	現在、県では本事業を含め、総合的なカワウ対策を行うことで、全体的にカワウ生息数を減らす予定である。そうすることで、河川でのカワウの飛来数が減少し、それに伴い、補助金の額も自動的に減少していくことが考えられる。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）費用対効果に優れており、実績ベースの支給であるため、費用に無駄が無い。駆除作業の必要がなくなるほどカワウが減少するまでは、継続していく。


